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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、企業価値の向上と企業の持続的成長のためには、経営の効率性・透明性を高め、公正で健全な企業活動を行うことが最重要で
あることを認識し、経営ビジョン（経営理念及び目指すべき企業像）の実現に向けた事業活動を行う中で、コーポレート・ガバナンスを経営上の重
要課題と位置づけ、取締役会を中心とした適確かつ迅速な意思決定・業務執行体制及び適正な監督・監視体制の構築並びにその実効性の強化
に努めます。なお、当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方や方針等については、「コーポレートガバナンス・ガイドライン（以下
「ガイドライン」）」としてとりまとめ、当社ホームページで公表しています。（http://www.honshuchemical.co.jp/ir/index.html）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（補充原則1-2-4　議決権の電子行使）

議決権の電子行使につきましては、機関投資家や海外投資家の比率、株主・投資家の皆様のご意見・ご要望も参考にしつつ、手続・費用等を勘
案の上、引き続き検討を進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

（原則１－４　株式の政策保有に関する方針）

１．当社は、取引先との安定的・長期的な取引関係の構築・強化等の観点から、当社の中長期的な企業価値の向上に資すると判断される場合に

　　上場株式を取得・保有します。

２．上場株式の議決権の行使については、当社の保有目的に資するものであるか、株主価値を毀損するものでないか等を総合的に勘案し、適切

　　に行使します。

（原則１－７　関連当事者間の取引）

当社で実施する取引については、当社の稟議規則に従い、その規模及び重要度に応じて経営会議への付議、必要な決裁手続を行うことに加え、
当社と当社取締役との取引又は利益相反取引については、あらかじめ取締役会で審議したうえで実行し、事後、結果を取締役会に報告します。

（原則３－１（１）～（５）　情報開示の充実）

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社グループは、経営ビジョンとして、次の「経営理念」と「目指すべき企業像」を定め、２０１６年度～２０１９年度までの中期経営計画とともに当社
ホームページにて開示しております。 http://www.honshuchemical.co.jp/ir/plan.html

[経営理念]

企業活動を通して、社会の持続的発展、国民生活の福祉増進に貢献するとともに、お客様、従業員、株主及び地域社会から真に信頼される存在
であり続ける。

[目指すべき企業像]

独自のフェノール誘導品合成技術をもとに、他社が真似のできない製品を創出し、最高のサービスにより提供するグローバル・ファインケミカル・ス
ペシャリスト

（２）本コードを踏まえたコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と方針

本報告書「１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」「１．基本的な考え方」及びガイドラ
インに記載のとおりです。

　　

（３）経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続

１．取締役（社外取締役を除く。）の報酬の決定にあたっては、次の事項を基本方針としています。

　　＜１＞経営委任の対価として適切であり、当社グループの成長と業績向上に結びつくものであること

　　＜２＞会社業績、個人業績との連動性を考慮した仕組みであること

　　＜３＞株主等に対し、説明責任を十分に果たすことが可能で、透明性が確保されていること

２．取締役（社外取締役を除く。）の報酬は、月額報酬、賞与及び退職慰労金により構成しています。

　　月額報酬は、役位ごとの基準額をベースに、当社業績の実績と見通しを勘案して定める額を固定給として支給することとし、賞与は、業績連動

　　要素を取り入れた一定の計算式により算定される額に、個人別査定を加味した額を支給します。退職慰労金は、役員退職慰労金支給に関す

　　る規程に基づき、役位ごとに設定した基礎額に各役位別の在任年数を乗じて得られた額の累計額を基準とし、当社の業績及び当該役員の功

　　績を勘案して決定します。また、各取締役の具体的な報酬額については、社長、人事担当取締役、独立社外取締役が協議の上、社長が決裁

　　することにより決定します。

３．社外取締役の報酬は、月額報酬のみで構成し、報酬の水準は、各種調査等を踏まえ、社長、人事担当取締役、独立社外取締役が協議の上、
社長が決裁することにより決定します。



（４）取締役・監査役候補の指名を行うにあたっての方針と手続

１．当社の取締役の選任基準は次のとおりです。

　　＜１＞取締役（社外取締役を除く。）

　　　　　　　・当社の経営を適確、公正に監督することができる知識、経験を有すること

　　　　　　　・経営ビジョンの実現に向け、強いリーダーシップを発揮できること

　　

　　＜２＞社外取締役　　

　　　　　　　・企業経営、法令遵守、財務会計、リスク管理等、当社の経営に資する分野における高い見識や豊富な知識・経験を有すること

　　　　　　　・高い倫理観、公正性及び誠実性を有すること

　　　　　　　・社外ステークホルダーの視点に立ち、当社の企業価値向上に対する有益かつ忌憚のない助言を行えること

なお、当社取締役の選任にあたっては、上記基準を勘案し、社長、人事担当取締役、独立社外取締役が協議の上、取締役候補者案を策定し、取
締役会及び株主総会で決定します。

（５）取締役・監査役の指名を行う際の個々の選任・指名についての説明

株主総会招集通知に取締役・監査役候補者の個々の選任理由を記載することにより、説明を行っております。

２．当社の監査役の選任基準は次のとおりです。また、少なくとも１名以上は、財務・会計に関する知見を有している者を選任します。

　　＜１＞監査役（社外監査役を除く。）

　　　　　　　・当社の取締役の業務執行の監査を適確、公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験を有すること

　　　　　　　・高い倫理観、公正性及び誠実性を有すること

　　　

　　＜２＞社外監査役

　　　　　　・企業経営、法令遵守、財務会計、リスク管理等、当社の経営に資する分野における高い見識や豊富な知識・経験を有すること

　　　　　　・高い倫理観、公正性及び誠実性を有すること

なお、当社監査役の選任にあたっては、上記基準を勘案し、社長、人事担当取締役、独立社外取締役が協議の上、監査役候補者案を策定し、監
査役会の同意を得た上で、取締役会及び株主総会で決定します。

　　　　　　　　

（補充原則４－１－１　経営陣への委任の範囲）

当社では、取締役会の決議をもって決定すべき事項を取締役会規則で定めており、株式・社債に関する事項、会社財産の処分等に関する重要事
項、経営ビジョン、中期経営計画、年度予算など経営に関する重要事項のほか、法令・定款で定める事項、これに準ずる重要事項について取締役
会で決議することとしています。それ以外の事項に関する業務執行の意思決定については、取締役に委任しております。

（原則４－８　独立社外取締役の有効な活用）

当社は、取締役9名のうち、独立役員である社外取締役2名を選任しており、社外取締役は、当社の経営全般に関して独立した立場から的確な助
言・提言を行い、経営の意思決定機能及び監督機能を強化する役割を担っています。

（原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準）

ガイドライン「第４章　コーポレートガバナンス体制」「１１．独立性基準」に記載のとおりです。

（補充原則４－１１－１　取締役会全体としての能力、多様性の考え方）

１．当社の取締役の員数は、定款の定めにより１２名以内とし、事業の拡大等に対応した意思決定の迅速化の観点から、都度、適切な規模を決

　　定します。また、社外の企業経営経験者、学識経験者、法律・会計関係者等豊富な経験及び見識を有する者による意見を当社の経営方針に

　　適切に反映させ、取締役の業務執行に対する監督の実効性を高めるため、独立社外取締役を複数名選定することを基本とします。

２．取締役（社外取締役を除く。）は、事業内容の特性に鑑み、性別・国籍等を問わず、営業、生産・技術、研究、財務・人事等、当社の事業運営に

　　必要な知識・経験・能力を有する者をバランス良く選定します。

（補充原則４－１１－２　取締役・監査役の兼任状況）

当社の取締役および監査役の重要な兼職の状況は、株主総会招集通知に記載の通りです。

（補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性についての分析・評価）

取締役会全体の実効性についての分析・評価については、年１回実施しており、その結果の概要を当社ホームページにて公表しております。
（http://www.honshuchemical.co.jp/ir/plan.html）

（補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング）

１．当社は、新任社外役員に対し、就任前の当社事業説明や、当社事業所見学会等の当社事業への理解を深める機会を提供し、また、在任中に

　　も必要に応じ、同様のトレーニングの機会を提供します。

２．新任社内役員に対しては、取締役・監査役に求められる役割と責務を十分に理解でする機会を提供し、また、在任中にこれらの継続的な更新

　　を目的に、個々の役員に応じたトレーニングの機会の提供・斡旋やその費用の負担を行います。

（原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針）

１．当社は、株主等との建設的な対話を重視し、経営トップを始めとした経営陣幹部を中心に様々な機会を通じて対話を持つように努めます。これ

　　らの対話を通じて、当社グループの経営戦略や経営計画にかかる理解を得る努力を行うとともに、株主等の声を傾聴し、また真摯に受け止

　　め、資本提供者の目線からの経営分析や意見を吸収及び反映し、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上につなげます。

２．当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する建設的な対話を目的とする株主等からの面談の申し込みに対し、その面談の目的

　　も踏まえ、合理的な範囲で、経営陣幹部や役員が対応することを基本とします。



３．当社は、総務・広報担当取締役が、株主等との対話を全般的に統括する役割を担います。また、関係する総務・広報及び経理の部門において

　　は、定期的な情報共有等を通じ、有機的な連携を図ります。

４．当社は、機関投資家・アナリスト・プレス関係者向け会社説明会の定期開催（原則として５月、１１月）、機関投資家等の要望に基づく個別の事

　　業説明など、株主等との対話の機会を積極的に設けるとともに、把握した意見・懸念については、必要に応じ、速やかに経営トップをはじめと

　　する社内関係部門へのフィードバックを行います。

５．当社は、インサイダー取引防止規則、会社情報管理規則に基づき、対話におけるインサイダー情報の漏えい防止に努めます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三井物産株式会社 3,098,000 26.99

三井化学株式会社 3,098,000 26.99

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 846,600 7.37

種田　修 315,000 2.74

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 219,500 1.91

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505224 200,000 1.74

学校法人田中育英会 146,000 1.27

大和産業株式会社 124,000 1.08

富士化学開発株式会社 115,000 1.00

BBH FOR FIDELITY GROUP TRUSTBENFIT 103,400 0.90

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

松浦康治 弁護士 ○

望月正芳 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

松浦康治 ○

松浦康治氏は、当社の法律顧問である柏

木総合法律事務所の代表パートナー（共

同代表）弁護士でありますが、同法律事

務所と当社との取引金額は僅少であり、

また松浦氏個人と当社との間に特別な利

害関係はありません。

松浦康治氏は、長年弁護士として培われてき

た豊富な専門知識・経験と高い見識を有してお

り、社外取締役として客観的な立場から当社の
経営について監督と助言をしていただいており
ます。同氏は、東京証券取引所の定める独立
性の要件を充たしており、また実質的にも当社
経営陣と利害関係を有しておらず、一般株主と
の間で利益相反が生じるおそれがないと判断
し、継続して独立役員に指定しております。



望月正芳 ○ ―――

望月正芳氏は、公認会計士及び税理士として
豊富な専門的知見やこれまでに複数の企業の
監査業務に携わった経験を有しており、客観的
な立場から当社の経営について監督と助言を
いただけると判断し、社外取締役として選任し
ております。同氏は、東京証券取引所の定める
独立性の要件を充たしており、また実質的にも
当社経営陣と利害関係を有しておらず、一般株
主との間で利益相反が生じるおそれがないと
判断し、継続して独立役員に指定しておりま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役、会計監査人及び内部監査部門（監査室）は、相互にそれぞれの年間監査計画や監査結果等につき意見・情報交換を行うなど、緊密に連

携しつつ効率的かつ実効性のある監査を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

竹中雅史 その他 ○ ○

中野敬久 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



竹中雅史 　

竹中雅史氏は、当社の特定関係事業者
（主要な取引先）である三井化学株式会社
の業務執行者であります。また、同社は、
当社の筆頭株主（発行済株式の２６．９
３％を保有）であります。

竹中雅史氏は、三井化学株式会社において経
理部門を中心に豊富な業務経験があり、当該
分野における幅広い専門知識、高い見識を有
しております。これらの経験・実績から当社の
監査機能の強化に資するところが大きいと判
断し、監査役として選任しております。

中野敬久 ○ 該当事項はありません。

中野敬久氏は、公認会計士及び税理士として

の豊富な専門的知見を有しており、また企業経
営者としての幅広い経験と見識を有しているこ
とから、当社の社外監査役として、高度な専門
知識を活かし、客観的な立場から当社を監査し
ていただいております。同氏は、東京証券取引
所の定める独立性の要件を充たしており、また
実質的にも当社経営陣と利害関係を有してお
らず、一般株主との間で利益相反が生じるおそ
れがないと判断し、継続して独立役員に指定し
ております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

社外取締役2名及び社外監査役1名は、独立役員の資格を充たしており、これらの社外役員を独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

取締役の役位別報酬額の設定及び各個人別の具体的な報酬額の決定にあたっては、会社の業績を考慮しており、実質的には業績連動型に近

い報酬体系となっております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役（13名）報酬等の総額　120百万円（うち、社外取締役　5百万円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等は、月額報酬（固定給）、賞与及び退職慰労金から構成されており、月額報酬及び賞与は、株主総会の決議による報酬限度額

（注）の範囲内で決定しております。月額報酬は、役位ごとの基準額をベースに、当社業績の実績と見通しを勘案して定める額を支給することと

し、賞与は、業績連動要素を取り入れた一定の計算式により算定される額に、個人別査定を加味した額を支給することとしております。退職慰労

金は、役員退職慰労金支給に関する規定に基づき、役位ごとに設定した基礎額に各役位別の在任年数を乗じて得られた額の累計額を基準とし、

当社の業績及び当該役員の功績を勘案して決定することとしております。なお、当該役員が在任中、当社の業績の向上、発展に顕著な功労があ

ったと認められる場合には、上記決定額の３０％を超えない額の功労金を加算できることとしております。

（注）取締役の報酬限度額　年額１９０百万円（平成２７年６月２４日開催の第８６期定時株主総会において決議）



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

○社外取締役のサポート体制

社外取締役に対しては、事務局（人事総務部）より必要に応じてサポートを行っております。

○社外監査役のサポート体制

・常勤監査役は、監査役会において、経営会議等の社内の重要な会議の内容や往査の結果など日常の監査を通じて得られた情報を非常勤

の社外監査役に報告し、情報の共有化を図っております。

・監査役の職務を補助する専任の部署・要員は置いておりませんが、人事総務部及び経理部所属の各１名が必要に応じて監査役に対するサポー
トを行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　（１）取締役会においては、法令及び定款で定められた事項や経営上の重要事項を審議・決定するとともに、その他の重要事項や業務執行

　　　状況について報告を行っております。

　（２）迅速な意思決定を行うため、取締役会以外に、原則として毎月２回、常勤の取締役に常勤監査役を加えた経営会議を開催し、取締役会

　　　付議事項について事前審議するほか、重要な業務執行に係る事項のすべてについて審議・決定しております。

　（３）監査役監査については、監査役会で決定した監査方針・監査計画に従い、常勤監査役を中心として取締役会や経営会議その他重要な

　　　会議に出席するとともに、取締役等から業務執行状況等を聴取するほか、重要な決裁書類等を閲覧するなど日常的な監査業務を行い、

　　　取締役の職務執行の監督と内部統制機能の有効性についてチェックを行っております。また、監査役は、会計監査人及び内部監査部門

　　　（監査室）との間で、監査結果等について意見交換を行うなど、相互に連携を図り監査を実施しております。

　（４）内部監査部門として、社長直轄の監査室を設置しており、当社及び当社の子会社における法令・社内規則等の遵守状況について監査を

　　　実施しております。

　（５）会計監査人については、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受けており、当社は、

　　　会計監査人の監査計画に対応して、適時必要な資料・情報を提供しております。業務を執行した公認会計士は、指定有限責任社員・業務

　　　執行社員の渡辺伸啓及び成田礼子の２名であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士7名、その他10名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役設置会社制度のもと、独立社外監査役を含む監査体制により経営監視機能を強化するとともに、当社経営陣から独立した社外

取締役を含む経営体制により取締役会における意思決定の適正化と取締役の職務執行に関する監督を強化することにより透明性のある経営を

行っており、コーポレート・ガバナンスは機能しているものと認識しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 会場予約上の制約がない限り、できるだけ集中日を避けて株主総会を開催しております。

招集通知（要約）の英文での提供 株主総会招集通知および議案を英文で作成し、当社ホームページに掲載しております。

その他
当社の理解度を深めてもらうため、株主総会終了後に経営状況等の説明会を開催してお
りま

す。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家のほか、プレス関係者を対象に年２回、原則として５

月・１１月に会社説明会を開催し、社長が決算等の状況や今後の見通し等に

ついて説明を行っております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信・業績予想修正等の適時開示資料・有価証券報告書及び四半期報

告書・会社説明会の資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 人事総務部及び経理部においてＩＲ業務を担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

『経営ビジョン』の中で経営理念として「企業活動を通して、社会の持続的発展、国民生活
の福

祉増進に貢献するとともに、お客様、従業員、株主及び地域社会から真に信頼される存在
であ

り続ける」旨を定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

『企業行動憲章』において、「地球環境保全のための取り組みを経営の重要課題として位
置づ

け、自主的・積極的に推進する」旨を定めており、地球温暖化ガス（Ｃｏ２）や産業廃棄物の
削

減、騒音・臭気の低減など環境負荷低減のために諸施策を実施しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

『企業行動憲章』において、「社会から信頼される開かれた企業として、株主をはじめとした
ステ

ークホルダーに対して適時適切な企業情報の開示を積極的に行う」旨を定めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、あらゆる企業活動において法令・ルールや企業倫理の遵守（コンプライアンス）を基本かつ最優先事項とするなかで、効率的な

事業運営を行うためには、内部統制システムを構築し、これを有効に機能させることが不可欠であり、経営上の最優先事項と認識して

おります。　　　　　　

当社は、内部統制システム構築の基本方針について、取締役会において次のとおり決議しております。

１．当社及び関係会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社及び関係会社は、役員及び社員の行動指針として制定した「企業行動憲章」及びより具体的な行動基準を定めた「行動規範」の

　　周知と実践を図り、あらゆる企業活動において法令・ルール及び企業倫理の遵守（コンプライアンス）を最優先事項とすることを徹底

　　する。

（２）当社において、コンプライアンス及びリスク管理に関する活動を全社的に推進するための組織として設置したコンプライアンス・リスク

　　管理委員会（委員長：社長）は、コンプライアンス活動に関する全社横断的な方針・計画・施策の立案、実績評価、社内広報及び法令

　　違反行為等に対する対策その他重要事項の検討・提言を行う。

（３）当社において、内部監査を担当する組織として設置した社長直属の監査室は、各組織における業務執行について適正・適法性の面

　　からのチェックと評価を行い、コンプライアンスの実効性を確保する。

（４）当社及び関係会社は、コンプライアンス上問題のある行為については、「内部通報規則」に基づき、通常の業務執行ラインとは別に、

　　コンプライアンス・リスク管理委員会に直接通報できる体制を構築し、運用する。

（５）当社及び関係会社は、反社会的な勢力及び団体とは、一切の関係を持たず、また、不当な要求に対しては、毅然とした対応をとり、

　　利益の供与は絶対に行わない。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社において、「文書管理規則」に基づき、法令上保存を義務づけられている文書、重要な会議の議事録、重要事項に関する決裁書など

取締役の職務の執行に係る情報を記録した文書を、保存及び管理する。

３．当社及び関係会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社及び関係会社は、「リスク管理規則」に基づき、リスク管理意識の浸透、リスクの早期発見及びリスクの顕在化を未然に防止する

　　ためのリスク管理システムを構築し、運用を適切に行う。

（２）当社のコンプライアンス・リスク管理委員会は、リスク管理に関する全社横断的な方針・計画・施策の立案、実績評価、社内広報その他

　　重要事項の検討・提言を行う。

（３）当社及び関係会社において、各社がそれぞれのリスク状況について分析を行うとともに、関係会社については、当社の所管部署がその

　　報告を受けて対応の進捗管理を行うこととし、また、当社の監査室による監査の対象とする。

（４）当社及び関係会社の社員が、リスク情報の報告・相談窓口である内部通報制度（以下「ヘルプライン」という。）への通報を行える体制を

　　整える。当社社員及び関係会社の社員を対象に定期的に実施するリスク管理教育や、社内のネットワースシステムを通じてヘルプライン

　　の存在及び活用を周知徹底する。

４．当社及び関係会社の取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

（１）当社及び関係会社の取締役は、「中期経営計画」及び「年度予算」に基づいて、業績目標を設定し、その達成状況を取締役会及び経営

　　会議において定期的に報告する。

（２）当社において、迅速な意思決定を行うため、原則として毎月２回、常勤の取締役から構成される経営会議を開催し、取締役会付議事項の

　　ほか重要事項のすべてについて審議を行う。

（３）当社において、取締役会及び経営会議の付議基準、社長又は担当取締役による決裁基準については、社内規則において明確に定める。

（４）当社の「稟議規則」その他の社則により、関係会社に関する事項についての当社及び関係会社の権限分配及び意思決定手続きを明確化

　　する。

５．関係会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他当社及び関係会社から成る企業集団における業務の

　　適正を確保するための体制

（１）当社及び関係会社の健全かつ円滑な運営のため、当社の「関係会社管理規則」その他の社則により、事前に関係会社が当社の承認を

　　要する事項及びその他の事項に関する意思決定手続き等を明確にする。

（２）当社は、「企業行動憲章」及び「行動規範」を当社グループに共通のものとして制定しており、関係会社に対しても「企業行動憲章」及び

　　「行動規範」に定めるコンプライアンス等に関する行動指針及び行動基準を周知徹底させる。

（３）当社の監査室は、関係会社についても監査を実施する。



（４）関係会社の重要事項については、当社の「取締役会規則」及び「経営会議規則」に基づき、取締役会及び経営会議に付議のうえ審議する。

（５）当社は、関係会社の業務運営管理を適切に行うため、「関係会社管理規則」において、関係会社ごとに所管部署を定めるとともに、関係

　　会社における経営上の重要な決定事項の当社との事前協議及び経営状況等の当社への報告に関するルールを設ける。[

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使用人に関する事項

当社において、監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合には、監査役直属の法務・経理等の専門知識を有する専任の社員を置く。

７．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性に関する事項

当社において、監査役の職務を補助する社員は、監査役の指揮命令下で職務を遂行する。当該社員の配置・異動・人事評価にあたって

監査役の意思が反映される体制をとる。

８．当社及び関係会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

（１）当社及び関係会社の取締役及び使用人は、１）当社グループに重大な損害を及ぼす事項が発生し又は発生するおそれがあるとき

　　２）違法又は不正な行為を発見したときは、直ちに当社の監査役に報告するほか、「監査役会規則」に基づき、監査役が説明を要請

　　した事項について報告する。また、ヘルプラインを通じて当社及び関係会社の社員より報告された情報についても即時又は適宜当社

　　監査役に報告される。

（２）監査室長は、「内部監査規則」に基づき、内部監査の結果を監査役に報告する。

（３）関係会社における監査役の監査結果は必要に応じて、当社の監査役に報告される。また、当社の監査役と関係会社の監査役との

　　間で必要に応じて情報交換を行う。

９．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社においては、監査役への報告を行った者に対し、当該報告を理由として不利益な取扱い（解雇、降格、減給、配置転換その他の人事

処分のほか、あらゆる報復措置等を含む。）を行わないこととし、関係会社にも同様の取扱いをさせる。

１０．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の

　　　処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役

の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

１１．その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

（１）当社において、監査役は、会計監査人との間及び監査室との間で、それぞれの年間監査計画、監査結果等につき意見交換を行うなど、

　　それぞれの監査の独立性に配慮しつつ、相互に連携を図り監査を実施する。

（２）当社において、監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況のモニタリングを行うため、取締役会のほか経営会議や事業部

　　会議等の重要な社内会議に出席のうえ意見を述べることができるとともに、稟議規則に定める決裁書のほか業務執行に関する重要な

　　文書を常時閲覧することができる。

（３）当社において、代表取締役及び監査役は、定期的に意見交換会を開催し、相互の意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

１２．財務報告の適正性を確保するための体制

当社において、財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法及び関係法令等に従い、財務報告に係る内部統制を整備及び

運用する体制を構築する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会勢力との関係は一切持たないことを基本方針としており、「企業行動憲章」及び「行動規範」において、反社会勢力への対応に

関する規定を設け、「市民社会の秩序・安全と企業の健全な活動に脅威を与える反社会勢力及び団体とは一切関係を持たない」旨を宣言して

おります。また、当社は、会社法に基づく内部統制システム構築に関する基本方針において、コンプライアンス体制の一環として反社会勢力との

関係遮断に関する事項を定めております。

２．反社会的勢力に向けた整備状況

　（１）対応統括部署

　　　総務担当部署を対応統括部署とし、当該部署は、反社会的勢力からの不当要求や犯罪行為等に関して、他部署からの連絡・相談窓口と

　　　なるとともに、警察・弁護士等の外部専門機関との間で対応策について協議を行うこととしております。

　（２）外部専門機関との協議

　　　対応統括部署では、警察が主催する連絡会等に加入し、反社会的勢力への対応に関する指導を受けるなど、平素より外部専門機関との

　　　緊密な連携関係を構築しております。

　（３）反社会的勢力に関する情報の収集・管理

　　　対応統括部署では、警察などの外部専門機関や他企業との間で定期的に反社会的勢力に関する情報の交換を行い、収集した情報を

　　　一元的に管理・蓄積をしております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【１】コーポレート・ガバナンス体制の模式図は、別紙１をご参照ください。

【２】適時開示体制の概要

当社は、東京証券取引所（以下「東証」という。）制定の「有価証券上場規程」（以下「上場規程」という。）に定める重要な会社情報（（１）決定事実に

関する情報（２）発生事実に関する情報（３）決算に関する情報）を、投資者に対して迅速、正確かつ公平に提供するため、次のとおり適時開示に

係る業務体制を構築しております。

１．重要な会社情報の管理

当社は、上場規程に定める「情報取扱責任者」として人事総務部（注）及び経理部担当の取締役を選任のうえ、重要な会社情報を一元的に管

理し、当該情報の的確な把握とこれに基づいた適切な適時開示を行っております。

（注）当社人事総務部は、人事総務に関する業務を担当するほか、広報・ＩＲ並びに取締役会及び経営会議（重要な会社情報に関する事項につ

いて付議）事務局の各業務についても担当しております。

２．重要な会社情報の適時開示（当該開示に係る業務フローの概要は、別紙２をご参照）

（１）決定事実・決算に関する情報の適時開示

上場規程に該当する決定事項に関する情報及び決算に関する情報（業績予想・配当予想の修正を含む。）については、当社制定の「取締役会規

則」又は「経営会議規則」に基づき取締役会又は経営会議の付議事項としてその承認・報告を要することとしており、当該承認・報告がなされた

後、「情報取扱責任者」の指示に基づき、直ちに人事総務部及び経理部の「情報開示実務担当責任者（注）」から東証に通知することとしておりま

す。

（注）「情報取扱責任者」の指示に基づき適時開示の手続き（東証への通知等）を実施する者として、人事総務部長、経理部長又はこれらに準

ずる者を「情報開示実務担当責任者」に選任しております。

（２）発生事実に関する情報の適時開示

上場規程に該当する発生事実に関する情報については、当該情報に係る担当部門からの通知を受けた後、直ちに「情報取扱責任者」が社長及

びその他関係取締役に対する報告を行うとともに、「情報取扱責任者」の指示に基づき、「情報開示実務責任者」から東証に通知することとしてお

ります。

　　　






